
 
 

★★★ 2024代表質問 ★★★        非核平和都市条例制定から２０年    
  

 
 

世界へ目を向けると、ロシアによるウクライナ侵攻が未だに続き

イスラエルとハマスの紛争が激化しています。そんな中でも戦争の

悲惨さと平和の尊さを、次の世代に伝えていかなければなりませ

ん。 

本市では、2002年、鳥越市政において「苫小牧市非核平和都市

条例」が制定されました。鳥越元市長は、本年２月２２日にお亡く

なりになりました。心からご冥福をお祈りいたします。条例制定は、

道内、唯一で「恒久平和と核兵器のない平和の実現に向け努力していくこと」をうたっています。昨年度、

条例の象徴として後世に残る「平和の鐘」の設置を決めたことから今後の計画について質問しました。 

市は、2026年 3月にオープン予定の市民文化ホールにモニュメントを設置し、規模やデザインなど

詳細は、新年度、検討を継続することを明らかにしました。                 
 

 

 
 

近年、地方の選挙であれ、国政の選挙であれ、極めて低い投票率となっております。その背景の一つに、

政治家の不祥事による政治不信、政治離れがあります。 

昨年秋には、東京・江東区長選挙を巡る公職選挙法違反事件で、法務副大臣が辞任。固定資産税の滞納

による財務副大臣の辞任などもあり「資質を欠く議員が目立つ」との声が上がっています。年末からの

「政治資金パーティー裏金疑惑」は、キックバックで得た資金の不記載だけに留まらず、逮捕者が出るな

ど「裏金事件」へと発展しました。しかし、道内のキックバックを受けた自民党国会議員は、立件が見送

られ、多くの市民から怒りの声が上がっています。岩倉市長も代表質問に「公職選挙法違反や税の滞納等

の事案は、国民として守らなければならない義務であり、国会議員である以前の問題」と述べ、裏金事件

に対しては「有権者の政治不信、政治離れを招いている。襟を正し、説明責任を」と認識を示しました。 
 

防災計画を全面改定 
「防災アセスに準じた調査に着手」 

 

本市の防災計画は 1995 年１月の阪神･淡

路大震災を教訓に、1996年度と 97年度の

２ヵ年にわたり防災アセスメント調査を実施

し、1998年 3月に「苫小牧市地域防災計画」

が作成されました。その後、地震が発生する

たびに切り貼りし、計画の修正が行われてき

ましたが、2011年の東日本大震災では、大 
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政治資金パーティー裏金事件  未だ絶えない「政治と金」 

津波、火災、福島第一原子力発電所事故による災害が発生。新たに把握された災害の教訓

や北海道の被害想定の見直しもあり、地域の防災体制や防災対策の現状を踏まえると、新

たに防災アセスメント調査を実施し、防災計画の全面改定を求めました。 
山本副市長は、近年、災害の激甚化・頻発化を踏まえ、地域や住民、企業主体の対策を 

 

≪北海道新聞 3月 1日記事≫ 



強化する方針で、国と整合性を図る必要性から 2024年度から 2ヵ年で地域防災計画の全面改定を示し

ました。また、津波や地震、土砂災害などの最新の災害予測と被害想定については、本市の防災上の課題

を分析するなどアセスメントに準じた作業を経て地域防

災計画に反映すると答弁しました。 
 

駅前再整備へ エスタとサンプラザの問題解決を 
 

駅周辺を交通結節点として再整備するのであれば、最

も重要なのはエスタビル、旧サンプ

ラザビル問題の解決です。現在の通

行量を踏まえて、今後の展望をただ

しました。 

本年２月２１日に苫小牧駅との

一体整備を目指す合意書がＪＲ北

海道と締結されたことから、白老駅

周辺整備事業のように駅のバリア

フリー化、自由通路の整備、駅前広

場の整備、合築施設などについては、北海道と苫小牧市､

ＪＲ北海道の３者の整備計画とならないのか見解を求め

ました。 

また、旧サンプラザビルについては、営業に終止符が

打たれた2014年8月から既に９年が過ぎました。市に

よる権利集約を終えていないのは、大東開発（株）の１

権利者のみとなっています。昨年６月にトップ会談が行われたものの、その後、協議が再開されること

はなく、土地使用料128万円余りを年度末補正で支払っているだけであり定期的な会談の実施を求めま

した。 

 市は、駅前の通行量が年間 2,000人前後にとどまっていることから駅前広場の整備を進め、賑わいを

創出しなければならないとし、都市計画変更も含めて北海道、市、JR北海道の情報共有や意見交換を進

めるとしました。また、大東開発㈱とのトップ会談は、市の考え方として、（駅周辺）再配置案を示した

ことから具体的な意向を伺い、会談の場を設けたいと示しました。 
 

 

 車両不正問題で消防車の購入できず       除雪費、速やかに予算措置      
 

日本の自動車関連企業で、不正や品質の問題が

相次いでいます。その結果、ダイハツ工業、トヨ

タ自動車、大型車両では日野自動車が生産停止と

なり、消防自動車の購入にも影響が出ています。

本市の消防自動車は、導入から 20年以上の車両

が 11台あり、大型・中型の約 37％を占めてい

る状況です。ここ数年、出動におけるトラブル等

も発生していることから車両整備計画の見直し

を求めました。 

消防自動車はトラックベースであり、本市の車

両は、30台のうち17台が日野自動車製であり、

2022 年度からメーカーのエンジン不正に伴い

車両２台を購入できない状況であることが分か

りました。今後は、年に複数台購入しなければ整

備が進みません。木村副市長は、市民の生命と財

産を守る職場であることから「年に複数台の購入

を考えなければならない」としました。 

今年の降雪量は、道内で留萌が観測史上最多を

更新するなど地球温暖化であっても短時間に多

く雪が降るなど異常気象が続いています。 

毎年、「除雪費ゼロ、除雪費の底がついた」な

どの新聞記事を目にしますが、本年も市には

550件の苦情がありました。日常生活において、

除雪作業が止まると大きな災害にも繋がりかね

ません。除雪費が途切れないように、専決処分で

一早く対処するか、臨時議会を招集し補正予算を

提出するよう求めました。 

財政部長は「突発的な大雪により、市民生活に

影響が生じる恐れがある場合、専決処分をお願い

する」考えを示し、木村副市長は「市民サービス

の停滞を招くことはあってはならない。速やかな

予算措置を図る」と答弁しました。 

 

 
 

３/１ 

苫小牧 

民報記事  

《熱血現場主義》小さなことでも身近な問題を地域から発信します！ 


